建物賃貸借契約書（事業用）
貸主株式会社　　　　　　　　（以下「甲」という。），借主株式会社　　　　　　＿＿（以下「乙」という。）および連帯保証人　　　　　　　　（以下「丙」という。）は，次のとおり賃貸借契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第１条（契約の締結）
甲は，乙に対し，下記の物件（以下「本物件」という。）を次条以下の条件で貸与し，乙はこれを貸借する。
記

　所　　在　：　東京都　　　区　　　町　　丁目　　番　　号
　家屋番号　：　　　番
　構　　造　：　　　　　　　　　　　
　床 面 積　：　　　　　　　平方メートル
　ただし，上記のうち別紙図面記載の　　階　　号室　　　　　　平方メートル

第２条（契約期間）
１　契約期間は平成　　年　　月　　日から，平成　　年　　月　　日迄の２年間とする。
２　甲または乙が相手方に対して，契約期間の満了６か月前までに，書面により契約更新を拒絶する旨の意思表示をしないときは，従前の契約と同一の条件で更に２年間更新されるものとする。
第３条（使用目的）
乙は，本物件を　　　　事業の事務所としてのみ使用し，それ以外の目的に使用しない。
第４条（賃　料）
１　賃料は月額金　　　　万円とする。
２　１か月に満たない期間の賃料は日割計算した額とする。
３　甲および乙は，次の各号の一に該当する場合には，協議の上，賃料を改定することができる。
　（１）　土地または建物に対する租税その他の負担の増減により賃料が不相当となった場合
（２）　土地または建物の価格の上昇または低下その他の経済事情の変動により賃料が不相当となった場合
（３）　近傍同種の建物の賃料に比較して賃料が不相当となった場合

第５条（共益費）
１　乙は，甲に対し，廊下，階段その他共用部分の維持管理に必要な共益費として月額金　　万円を支払う。

２　１か月に満たない期間の共益費は日割計算した額とする。
第６条（賃料等の支払方法）
乙は，賃料および共益費の支払いを，毎月月末までに翌月分を甲の指定する銀行口座に振り込む方法で行う。ただし，振込手数料は乙の負担とする。
第７条（遅延損害金）
乙は，賃料，共益費その他乙が本契約に基づいて負担する金銭債務の支払いを遅滞し場合ときは，甲に対し，遅滞の日から支払い済みまで，遅滞金額に対する年　　％の割合による遅延損害金を支払わなければならない。

第８条（保証金）
１　乙は，本契約締結と同時に，本契約に基づいて生じる乙の債務を担保するための保証金として金　　万円を甲に預け入れるものとする。ただし，保証金には利息を付さない。
２　甲は，乙に賃料の不払いその他本契約に基づいて乙が負担する債務の不履行が生じたときは，催告をすることなく直ちに保証金をこれらの債務の弁済に充当することができる。
３　前項の充当により保証金に不足が生じたときは，甲は乙に対し充当の事実およびその金額を通知し，乙は通知を受けた日から　　日以内に，甲に対して保証金の不足額を追加して預託しなければならない。

４　本契約が終了し，乙が甲に対し本物件の明渡しおよびその原状回復を完了した時点で，乙に本契約に基づく債務のうち未払いのものがあるときは，甲は，現存する保証金からこれらの未払債務の金額を差し引き，その残額を乙に対して返還しなければならない。
５　乙は，甲に対する敷金返還請求権を譲渡し，または質権を設定してはならない。

６　乙は，保証金返還請求権をもって，甲に対する賃料債務と相殺することができない。

第９条（諸費用）
１　甲は，本物件に係る公租公課を負担する。

２　乙は，電気，ガス，水道等の利用料金その他本物件の使用に関して生じる一切の費用を負担する。

第９条（禁止または制限される行為）
乙は，甲の書面による承諾を得ることなく，次に掲げる行為をしてはならない。

（１）　本物件を転貸しまたは賃借権を譲渡すること
（２）　増築，改築，改造または模様替えその他本物件の原状を変更すること
（３）　別紙館内規則に違反すること
第１０条（修　繕）
１　甲は，本物件の躯体部分に関する修繕について費用を負担する。ただし，乙の責に帰すべき事由による修繕については，乙が費用を負担する。
２　乙は，前項本文により甲が費用を負担する場合を除き，本物件について必要となる修繕の費用を負担する。
第１１条（不可抗力）
天変地変その他不可抗力により本物件の全部または一部が滅失若しくは破損して，その使用が不可能になったときは，本契約は当然に終了する。

第１２条（契約の解除）
甲は，乙が次の各号の一に違反したときは，乙に対し，催告をすることなく直ちに，本契約を将来に向けて解除することができる。
（１）　賃料等の支払いを　　ヶ月分以上怠ったとき
（２）　仮差押，仮処分，差押，強制執行または滞納処分を受けたとき
（３）　破産，民事再生，会社更生の申立てを受けたとき，またはこれらの申立てたとき
（４）　本契約の条項に違反したとき
（５）　その他，乙に信用毀損行為があったとき

第１３条（原状回復）
１　乙は，本物件の明渡しに際し，乙の所有または管理に係る動産を全て撤去し，甲の書面による承諾を受けることなく造作加工したものについても，契約時の原状に復しなければならない。

２　甲は，乙が前項の原状回復措置を怠ったときは，乙の費用負担において当該措置をとることができる。
第１４条（立退料）
乙は，甲に対して，本物件の明渡しに際し，立退き料，移転料その他名目の如何を問わず，金銭上の請求をすることができない。

第１５条（明渡しの遅滞）
乙は，本契約の終了に基づく本物件の明渡しを遅滞したときは，甲に対して，契約終了後明渡しの完了までの日数に応じて，賃料の倍額の割合による賃料相当損害金を支払わなければならない。
第１６条（連帯保証人）
丙は，乙と連帯して，本契約から生じる乙の債務を負担するものとする。

第１７条（専属的合意管轄裁判所）

本契約に関する紛争については，　　　　　　地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
第１８条（協　議）

　甲および乙は，本契約書に定めなき事項および本契約書の条項の解釈について生じた疑義については，民法その他の法令および慣行に従い，誠意をもって協議し，解決するものとする。
本契約の成立を証するため本契約書を３通作成し，甲乙丙各記名押印の上，各１通を保有する。
平成　　年　　月　　日
甲：住　　　所　　　　　　　　　　　　　乙：住　　　所　　　　　　　　　　　　
　　会　社　名　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名　　　　　　　　　　　　
　　代表取締役　　　　　　　　　　　印　　　代表取締役　　　　　　　　　　　印
丙：住　　　所　　　　　　　　　　　　

氏　　　名　　　　　　　　　　　印　

